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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期
第２四半期
連結累計期間

第63期
第２四半期
連結累計期間

第62期

会計期間
自 2014年４月１日
至 2014年９月30日

自 2015年４月１日
至 2015年９月30日

自 2014年４月１日
至 2015年３月31日

売上高
（百万円）

77,893 83,868 162,784

（第２四半期連結会計期間） (38,634) (42,002)  

税引前四半期利益又は税引前利益 （百万円） 5,999 5,353 13,856

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益 （百万円）
4,898 4,655 10,917

（第２四半期連結会計期間） (2,505) (1,975)  

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益
（百万円） 8,081 △639 18,417

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 114,775 122,004 123,871

資産合計 （百万円） 188,891 197,142 201,571

基本的１株当たり四半期（当期）利

益 （円）
75.48 71.66 168.19

（第２四半期連結会計期間） (38.59) (30.40)  

希薄化後１株当たり四半期（当期）

利益
（円） － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 60.8 61.9 61.5

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 10,437 13,375 23,329

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △6,267 △16,239 △13,079

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,960 △3,087 △4,484

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高
（百万円） 33,398 29,672 37,785

　（注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

していません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

４．百万円単位で表示している金額は、単位未満を四捨五入して表示しています。

５．上記指標は、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結

財務諸表に基づいています。

６．当社は、当社及び子会社が営む四輪車用ブレーキ・コントロール及びブレーキ・アプライシステム並びにそ

れらに関する部品の開発、設計、製造及び販売に関する事業を、IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資

産及び非継続事業」の規定に基づき、当第２四半期より非継続事業に分類しています。そのため、売上高、

税引前四半期利益又は税引前利益については継続事業からのものを記載しています。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

　また、主要な関係会社の異動は以下のとおりです。

　当社のインドネシアにおける子会社であるP.T. CHEMCO HARAPAN NUSANTARAは、キャストホイール等のアルミ事業

の更なる強化を図るため、2015年６月30日に当社のインドネシアにおける関連会社であるP.T. ALCAR CHEMCO

INDONESIA の株式の全部を取得し、当該会社を子会社としました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当社は、2015年９月９日開催の取締役会において、当社及び子会社が営む四輪車用のブレーキ・コントロール及び

ブレーキ・アプライシステム並びにそれらに関する部品の開発、設計、製造及び販売に関する事業（以下「本事業」

という。）を、会社分割（以下「本吸収分割」という。）、事業譲渡、現物出資（当該事業譲渡と現物出資を併せ

て、以下「本事業譲渡等」と総称する。）及び株式譲渡（以下「本株式譲渡」という。）の方法により、Autoliv

Inc.及びAutoliv Inc.の子会社（以下「Autoliv」と総称する。）との間で合弁会社化すること（以下「本取引」と

いう。）を決議し、同決議に基づき、同日付でAutolivとの間で本取引に関する株式譲渡契約（以下「本契約」とい

う。）を締結しました。また、当社は、2015年９月18日開催の取締役会において、日本国内において当社が新たに設

立した会社（以下「本承継会社」という。）との間で本吸収分割に係る吸収分割契約を締結することを決議し、同決

議に基づき、同日付で本承継会社との間で本吸収分割に係る吸収分割契約を締結しました。

（１）本取引の目的

　当社は、二輪車用及び四輪車用のブレーキを取り扱う世界No.１のブレーキシステムメーカーを目指し事業を

行ってきました。二輪車のブレーキ事業ではディスクブレーキ及びマスターシリンダー部品においてそれぞれで

世界シェア約70％を有しており、ブレーキシステムにおけるシェアにおいても世界シェア25％と業界で高い地位

を確立しています。

　四輪車のブレーキ事業では世界シェアは低水準に留まっており、横滑り防止装置（ＥＳＣ）や回生協調ブレー

キシステムなどメカトロ領域を中心に開発力の飛躍的な強化とグローバルメーカーへの販売拡大が不可欠な状況

です。また、複雑・高度化する先進安全領域製品の開発競争は熾烈且つスピードが要求されるものとなってお

り、車両の電動化ほか顧客ニーズに対応できる製品を開発していくにはこれまで以上の開発体制の充実が必要に

なってきています。

　このような環境下、将来にわたって総合ブレーキシステムメーカーとしてのさらなる成長を展望し、これらの

課題に抜本的且つ迅速に対応するためには、当社単独による課題解決は困難と判断し、開発リソースや顧客基盤

を有したパートナーと協同して事業展開を図っていくことが最適という結論に至りました。

　合弁会社のパートナーとなるAutolivとは、これまでＥＳＣの分野で協業を行い、中国市場向けにＥＳＣの量

産納入を共同で実施するなど関係を深めており、この協業を通してAutolivが当社と事業ビジョンを共有でき補

完関係の高い最良なパートナーであると判断し、当社はAutolivとの間で本事業を合弁会社化することを決議し

ました。

　今後は、日本、米国、中国及びタイを拠点に高品質・高性能な製品供給を実現し、世界での競争力を強化しま

す。
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（２）本取引の概要

　本取引は、大要以下の方法により実施することを予定しています。

（ⅰ）当社及び当社子会社であるNISSIN R&D EUROPE S.L.U.において、当社は吸収分割の方法により、当該子会社

は事業譲渡の方法により、本承継会社に対して日本及びドイツにおける本事業を承継の上、Autolivに対して本

承継会社の株式の一部（51％）を譲渡することで、当社とAutolivとの間で本事業を合弁会社化します。

（ⅱ）当社子会社であるNISSIN BRAKE OHIO, INC.において、米国にて当社が新たに設立する完全子会社とAutoliv

がその持株比率を49％対51％として共同して設立する新会社に対して米国における本事業を事業譲渡すること

で、当社とAutolivとの間で本事業を合弁会社化します。

（ⅲ）当社子会社である中山日信工業有限公司において、当該子会社が中国における本事業を現物出資することに

より新たに設立する会社に本事業を承継の上、Autolivに対して当該新会社の持分の一部（51％）を譲渡するこ

とで、当社とAutolivとの間で本事業を合弁会社化します。

（ⅳ）当社子会社であるNISSIN R&D ASIA CO., LTD.において、タイにて当社が新たに設立する会社に対する事業譲

渡の方法により、タイにおける本事業を承継の上、Autolivに対して当該新会社の株式の一部（51％）を譲渡す

ることで、当社とAutolivとの間で本事業を合弁会社化します。

　なお、設立する４つの合弁会社は本契約に基づいてAutolivとの間で設置するステアリングコミッティのもと一

体として事業運営を行っていく予定です。

（３）本取引の日程

取締役会決議日 ：2015年９月９日

株式譲渡契約締結日 ：2015年９月９日

株主総会基準日公告日 ：2015年９月10日

株主総会基準日 ：2015年９月30日

株主総会決議日 ：2015年12月上旬（予定）

効力発生日 ：2016年２月１日（予定）

　なお、本取引では、本吸収分割は会社法第784条第２項に定める簡易吸収分割に該当し、本事業譲渡等及び本

株式譲渡も会社法第467条第１項第２号に定める事業の重要な一部の譲渡並びに同項第２号の２イ及びロを満た

す子会社の株式譲渡に該当しないため、個別の取引については、必ずしも会社法上は株主総会決議が必要とされ

ない見込みです。しかしながら、本取引全体を一つの取引とみた場合における、当社及び子会社の連結業績に与

える影響の大きさに鑑み、当社の株主総会を開催し、その特別決議により本取引の承認を得ることを予定してお

り、且つ、かかる承認が得られることをAutoliv及び当社との間の株式譲渡契約の停止条件としています。

　また、本契約締結後、日本、米国及び中国において独占禁止法における企業結合審査に入ることを予定してお

り、それらの承認の取得が本取引の条件となります。

（４）分割する事業の経営成績

　分割する事業の経営成績については、要約四半期連結財務諸表注記「８．非継続事業」をご覧ください。

（５）分割する資産、負債の状況

　分割する資産、負債の状況については、要約四半期連結財務諸表注記「６．売却目的で保有する資産及び売却

目的で保有する資産に直接関連する負債」をご覧ください。

 

EDINET提出書類

日信工業株式会社(E02235)

四半期報告書

 4/41



３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社及び子会社の連結財務諸表は、第１四半期からIFRSを適用しています。また前年同四半期及び前連結会計年

度の連結財務諸表につきましても、IFRSに準拠して表示しています。

　なお、当社は、当社及び子会社が営む四輪車用ブレーキ・コントロール及びブレーキ・アプライシステム並びに

それらに関する部品の開発、設計、製造及び販売に関する事業を、Autoliv Inc.及びAutoliv Inc.の子会社との間

で合弁会社化することを、2015年９月９日の取締役会で決議し、2016年２月1日を効力発生の予定日としています。

そのため、IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」の規定に基づき、同事業を当第２四半期

より非継続事業に分類し、売上高、営業利益、税引前四半期利益及び法人所得税費用から同事業にかかるものを

「非継続事業からの四半期利益」として別掲し、売上高、営業利益、税引前四半期利益及び法人所得税費用には継

続事業からのものを計上しています。

　また、前年同期の非継続事業についても当期と同様に組み替えています。

(1)業績の状況

当第２四半期連結累計期間の連結経営成績は、日本では、軽自動車税増税やエコカー減税の適用条件がより厳し

くなったこともあり自動車販売は低迷し、売上高は前年同期に比べ減収となり、利益も品質関連費用の減少はあり

ましたが減収影響により、前年同期に比べ減益となりました。次に北米地域は、景気回復基調を受けて四輪車市場

が好調に推移し、為替による影響等もあり、前年同期に比べ増収増益となり赤字幅も縮小しました。アジア地域で

は、インドネシアの景気減速等による減収影響はありましたが、為替換算による影響もあり、前年同期に比べ増収

となりました。利益面では原価低減効果はあったものの、為替換算を除いた減収影響等により、前年同期に比べ減

益となりました。また、南米・欧州地域では、ブラジルの四輪車新機種効果や欧州での二輪車用製品の増収はあり

ましたが、為替換算影響により前年同期比で減収となりました。利益面では製品構成の改善等による増収及び原価

低減活動により、為替影響はあったものの、前年同期比で増益となりました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の継続事業からの売上高は83,868百万円（前年同期比7.7％増）、営業

利益は5,111百万円（同3.4％減）、税引前四半期利益は5,353百万円（同10.8％減）となり、四半期利益は6,957百

万円（同2.1％増）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は4,655百万円（同5.0％減）となりました。

なお、セグメントごとの業績は以下のとおりです。

 

①日　本 （売上高）

 
　四輪車用製品及び二輪車用製品の販売の減少などにより、11,604百万円と前年同期に比べ7.2％

の減収となりました。

 （営業利益）

 
　品質関連費用の減少があったものの、減収影響などにより、198百万円と前年同期に比べ84.3％

の減益となりました。

②北　米 （売上高）

 
　四輪車市場の好調及び為替換算による影響などにより、22,518百万円と前年同期に比べ35.9％の

増収となりました。

 （営業利益）

 
　増収効果及び為替影響などにより、81百万円の損失と前年同期に比べ717百万円の改善となりま

した。

③アジア （売上高）

 
　インドネシアでの景気減速による影響はあったものの、為替換算による影響などにより、42,469

百万円と前年同期に比べ2.9％の増収となりました。

 （営業利益）

 
　原価低減はあったものの、インドネシアでの減収影響などにより4,822百万円と前年同期に比べ

2.1％の減益となりました。

④南米・欧州 （売上高）

 
　ブラジル四輪車新機種効果及び欧州向け二輪車用製品の増加はあったものの、為替換算による影

響などにより、7,277百万円と前年同期に比べ3.8％の減収となりました。

 （営業利益）

 
　為替影響はあったものの、二輪車用製品の構成変化及び原価低減などにより、133百万円と前年

同期に比べ243百万円の増益となりました。
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(2)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主に税引前四半期利益に

よる資金の増加の一方、設備投資による資金の減少等により、前連結会計年度末比8,114百万円減少し、当第２四

半期連結会計期間末には29,672百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、13,375百万円（前年同期は10,437百万円の収入）となりました。これは主に税

引前四半期利益及び減価償却費によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は、16,239百万円（前年同期は6,267百万円の支出）となりました。これは主に有

価証券の増加及び設備投資によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は、3,087百万円（前年同期は1,960百万円の支出）となりました。これは主に短期

借入金の減少及び配当金の支払いによるものです。

 

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社及び子会社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社及び子会社の研究開発費は、4,510百万円です。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社及び子会社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(5)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　「第２ 事業の状況 ２ 経営上の重要な契約等」に記載のとおり、当社は、2015年９月９日の取締役会にて、当

社及び子会社が営む四輪車用ブレーキ・コントロール及びブレーキ・アプライシステム並びにそれらに関する部品

の開発、設計、製造及び販売に関する事業を、Autolivとの間で合弁会社化することを決議し、2016年２月１日を

効力発生の予定日としています。

　これは、当社が保有するブレーキ制御とAutolivが保有する先進安全システムを融合し、自動運転を見据えた先

進安全支援システムを提案出来る企業となり、ブレーキ制御事業をより大きく飛躍させるための施策の一環です。

　一方、これからの当社は、世界No.１の二輪車事業、電動パーキング化や低引き摺り性能強化を目指す四輪車用

ファンデーションブレーキ事業及びコア技術であるアルミ事業をより一層拡大させることにより、安定的収益体質

を確立し、更なる成長を目指していきます。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2015年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2015年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 65,452,143 65,452,143
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 65,452,143 65,452,143 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2015年７月１日～

2015年９月30日
－ 65,452,143 － 3,694 － 3,419
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（６）【大株主の状況】

  2015年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山二丁目１番１号 22,682 34.65

大信産業株式会社 長野県上田市国分一丁目１番９号 3,398 5.19

宮下直也 長野県上田市 1,963 2.99

ザ バンク オブ ニユーヨーク メロン

エスエー エヌブイ 10

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀

行）

RUE MONTOYERSTRAAT 46, 1000

BRUSSELS, BELGIUM

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１

号）

1,952 2.98

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,846 2.82

ステート　ストリート　バンク　アン

ド　トラスト　カンパニー

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店　カストディ業務部）

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA

02111

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

1,325 2.02

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,045 1.59

ノーザン トラスト カンパニー（エイ

ブイエフシー） アールイーエイチシー

アール00

（常任代理人 香港上海銀行東京支店

カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON

E14 5NT，UK

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

817 1.24

ステート　ストリート　バンク　アン

ド　トラスト　カンパニー　505103

（常任代理人　株式会社みずほ銀行決

済営業部）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS

02101 U.S.A.

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

794 1.21

シービーニューヨーク　オービス　エ

スアイシーアーヴィー

（常任代理人　シティバンク銀行株式

会社）

31, Z. A. BOURMIGHT, L-8070

BERTRANGE, LUXEMBOURG

（東京都新宿区新宿六丁目27番30号）

751 1.14

計 － 36,576 55.88

（注）１．信託銀行各社の所有持株数は、全数が信託業務に係る株式です。

２．2015年９月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ウエリントン・マネージメント・

カンパニー・エルエルピー及びウエリントン・マネージメント・ジャパン・ピーティーイー・リミテッドが

2015年８月31日現在で以下の株式を所有している旨の記載があるものの、当社として当第２四半期会計期間

末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、大株主の状況に含めていません。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

ウエリントン・マネージメント・カン

パニー・エルエルピー

アメリカ合衆国、02210 マサチューセッ

ツ州ボストン、コングレス・ストリート

280

2,983 4.56

ウエリントン・マネージメント・ジャ

パン・ピーティーイー・リミテッド

東京都千代田区丸の内一丁目１番１号

パレスビル７階（日本における営業所）
520 0.80

合計 － 3,504 5.35
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３．2015年10月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、ウエリントン・マ

ネージメント・カンパニー・エルエルピー及びウエリントン・マネージメント・ジャパン・ピーティー

イー・リミテッドが2015年10月15日現在で以下の株式を所有している旨の記載があるものの、当社として実

質所有株式数の確認ができませんので、大株主の状況に含めていません。

なお、その変更報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

ウエリントン・マネージメント・カン

パニー・エルエルピー

アメリカ合衆国、02210 マサチューセッ

ツ州ボストン、コングレス・ストリート

280

2,051 3.13

ウエリントン・マネージメント・ジャ

パン・ピーティーイー・リミテッド

東京都千代田区丸の内一丁目１番１号

パレスビル７階（日本における営業所）
541 0.83

合計 － 2,593 3.96

 

（７）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

2015年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   489,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 64,942,600 649,426 －

単元未満株式 普通株式    20,043 － －

発行済株式総数 65,452,143 － －

総株主の議決権 － 649,426 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれています。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれています。

 

②【自己株式等】

2015年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日信工業株式会社
長野県上田市国分

840番地
390,300 － 390,300 0.59

吉田工業株式会社
長野県佐久市春日

2707番地
13,500 － 13,500 0.02

ＥＳＯＰ
長野県上田市国分

840番地
85,700 － 85,700 0.13

計 － 489,500 － 489,500 0.74

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報

告」（以下「IAS第34号」という。）に準拠して作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2015年７月１日から2015

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年９月30日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
移行日

（2014年４月１日）
 

前連結会計年度
（2015年３月31日）

 
当第２四半期
連結会計期間

（2015年９月30日）

資産       

流動資産       

現金及び現金同等物  30,791  37,785  29,672

営業債権  33,658  34,110  31,557

その他の金融資産 ９ 9,460  11,332  17,523

棚卸資産  24,356  28,257  28,075

その他の流動資産  2,811  3,560  3,850

小計  101,076  115,045  110,677

売却目的で保有する資産 ６ －  －  17,361

流動資産合計  101,076  115,045  128,038

非流動資産       

有形固定資産  57,026  63,830  49,415

のれん  －  －  293

無形資産  2,055  3,131  1,787

投資不動産  1,230  132  123

持分法で会計処理されている投資  633  454  417

その他の金融資産 ９ 15,880  17,570  15,882

繰延税金資産  507  585  546

その他の非流動資産  820  823  642

非流動資産合計  78,151  86,526  69,104

資産合計  179,228  201,571  197,142
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（単位：百万円）

 

 注記
移行日

（2014年４月１日）
 

前連結会計年度
（2015年３月31日）

 
当第２四半期
連結会計期間

（2015年９月30日）

負債及び資本       

負債       

流動負債       

営業債務  22,999  23,322  24,160

借入金 ９ 5,288  5,982  4,785

その他の金融負債 ９ 4,686  5,156  3,697

未払法人所得税  1,130  880  632

引当金  1,701  668  324

その他の流動負債  5,628  5,987  5,653

小計  41,432  41,994  39,251

売却目的で保有する資産に

直接関連する負債
６ －  －  2,010

流動負債合計  41,432  41,994  41,262

非流動負債       

借入金 ９ 946  1,231  1,000

その他の金融負債 ９ 51  31  28

退職給付に係る負債  3,326  3,093  2,687

引当金  46  46  41

繰延税金負債  3,140  4,794  4,245

その他の非流動負債  547  615  626

非流動負債合計  8,057  9,810  8,627

負債合計  49,489  51,804  49,888

資本       

資本金  3,694  3,694  3,694

資本剰余金  3,451  3,476  3,504

自己株式  △786  △693  △650

利益剰余金  93,304  101,957  105,048

その他の資本の構成要素  8,270  15,438  10,408

親会社の所有者に帰属する持分合計  107,932  123,871  122,004

非支配持分  21,807  25,896  25,250

資本合計  129,739  149,767  147,254

負債及び資本合計  179,228  201,571  197,142
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

売上高 ５ 77,893  83,868

売上原価  △68,307  △74,289

売上総利益  9,586  9,579

販売費及び一般管理費  △4,295  △4,588

その他の収益  212  600

その他の費用  △213  △481

営業利益 ５ 5,291  5,111

金融収益  834  567

金融費用  △42  △112

持分法による投資損失  △85  △212

税引前四半期利益  5,999  5,353

法人所得税費用  △1,484  △962

継続事業からの四半期利益  4,514  4,391

非継続事業からの四半期利益 ８ 2,303  2,567

四半期利益  6,817  6,957

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者     

継続事業からの四半期利益  2,718  2,343

非継続事業からの四半期利益  2,180  2,312

親会社の所有者に帰属する四半期利益  4,898  4,655

非支配持分  1,919  2,303

四半期利益  6,817  6,957

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 11    

継続事業  41.88  36.07

非継続事業  33.59  35.59

合計  75.48  71.66
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【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

売上高 ５ 38,634  42,002

売上原価  △34,155  △37,174

売上総利益  4,479  4,828

販売費及び一般管理費  △2,130  △2,496

その他の収益  87  263

その他の費用  △150  △277

営業利益 ５ 2,286  2,317

金融収益  658  231

金融費用  △15  △225

持分法による投資損失  △19  △22

税引前四半期利益  2,910  2,302

法人所得税費用  △647  △328

継続事業からの四半期利益  2,263  1,974

非継続事業からの四半期利益 ８ 1,083  1,109

四半期利益  3,347  3,082

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者     

継続事業からの四半期利益  1,497  977

非継続事業からの四半期利益  1,007  998

親会社の所有者に帰属する四半期利益  2,505  1,975

非支配持分  842  1,107

四半期利益  3,347  3,082

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） 11    

継続事業  23.07  15.04

非継続事業  15.52  15.36

合計  38.59  30.40
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

四半期利益  6,817  6,957

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産
 698  △1,063

確定給付制度の再測定  75  △265

純損益に振り替えられることのない項目合

計
 774  △1,328

     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  2,978  △6,527

持分法適用会社のその他の包括利益に対す

る持分
 9  △14

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 2,987  △6,541

税引後その他の包括利益  3,761  △7,869

四半期包括利益  10,579  △912

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  8,081  △639

非支配持分  2,497  △272

四半期包括利益  10,579  △912

 

EDINET提出書類

日信工業株式会社(E02235)

四半期報告書

15/41



【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円）

 注記
前第２四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

四半期利益  3,347  3,082

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産
 747  △1,203

確定給付制度の再測定  52  △203

純損益に振り替えられることのない項目合

計
 799  △1,407

     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  4,949  △7,271

持分法適用会社のその他の包括利益に対す

る持分
 12  △6

純損益に振り替えられる可能性のある項目

合計
 4,960  △7,277

税引後その他の包括利益  5,759  △8,684

四半期包括利益  9,106  △5,601

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  6,750  △4,289

非支配持分  2,356  △1,312

四半期包括利益  9,106  △5,601
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年９月30日）

（単位：百万円）
 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

自己株式
利益
剰余金

その他の
資本の
構成要素

合計

2014年４月１日時点の
残高

 3,694 3,451 △786 93,304 8,270 107,932 21,807 129,739

四半期包括利益          

四半期利益  － － － 4,898 － 4,898 1,919 6,817

その他の包括利益  － － － － 3,183 3,183 578 3,761

四半期包括利益合計  － － － 4,898 3,183 8,081 2,497 10,579

所有者との取引額等          

自己株式の増減  － 16 44 － － 60 － 60

配当金 ７ － － － △1,298 － △1,298 △447 △1,744

その他の増減  － － － － － － － －

その他の資本の構成
要素から利益剰余金
への振替

 － － － 75 △75 － － －

所有者との取引額等
合計

 － 16 44 △1,222 △75 △1,238 △447 △1,684

2014年９月30日時点の
残高

 3,694 3,466 △742 96,979 11,378 114,775 23,858 138,633

 

当第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）
 

 注記

親会社の所有者に帰属する持分

非支配
持分

資本合計
資本金

資本
剰余金

自己株式
利益
剰余金

その他の
資本の
構成要素

合計

2015年４月１日時点の
残高

 3,694 3,476 △693 101,957 15,438 123,871 25,896 149,767

四半期包括利益          

四半期利益  － － － 4,655 － 4,655 2,303 6,957

その他の包括利益  － － － － △5,294 △5,294 △2,575 △7,869

四半期包括利益合計  － － － 4,655 △5,294 △639 △272 △912

所有者との取引額等          

自己株式の増減  － 14 43 － － 57 － 57

配当金 ７ － － － △1,299 － △1,299 △349 △1,648

その他の増減  － 14 － － － 14 △25 △11

その他の資本の構成
要素から利益剰余金
への振替

 － － － △265 265 － － －

所有者との取引額等
合計

 － 28 43 △1,564 265 △1,228 △374 △1,602

2015年９月30日時点の
残高

 3,694 3,504 △650 105,048 10,408 122,004 25,250 147,254
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 注記
前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  5,999  5,353

非継続事業からの税引前四半期利益  3,267  3,847

減価償却費及び償却費  4,519  5,482

減損損失  53  55

金融収益及び金融費用（△は益）  △567  △516

持分法による投資損益（△は益）  85  212

引当金及び退職給付に係る負債の増減  △519  321

営業債権の増減（△は増加）  3,423  1,273

棚卸資産の増減（△は増加）  △2,690  △591

営業債務の増減（△は減少）  △913  1,065

その他  △191  △939

小計  12,464  15,562

利息及び配当金受取額  606  578

利息の支払額  △37  △49

法人所得税の支払額  △2,597  △2,716

営業活動によるキャッシュ・フロー  10,437  13,375

投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の純増減額（△は増加）  △48  △2,902

有価証券の純増減額（△は増加）  0  △6,000

有形固定資産の取得による支出  △5,762  △5,570

無形資産の取得による支出  △459  △498

投資有価証券の取得による支出  △43  △3

貸付けによる支出  －  △1,604

連結範囲の変更を伴う子会社株式取得による

収入
 －  231

その他  43  108

投資活動によるキャッシュ・フロー  △6,267  △16,239

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  △679  △1,247

配当金の支払額 ７ △1,298  △1,299

非支配持分への配当金の支払額  △447  △349

その他  463  △192

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,960  △3,087

現金及び現金同等物に係る換算差額  398  △1,966

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  2,607  △7,916

現金及び現金同等物の期首残高  30,791  37,785

売却目的で保有する資産への振替に伴う

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
 －  △198

現金及び現金同等物の四半期末残高  33,398  29,672
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

　日信工業株式会社（以下、「当社」という。）は日本に所在する株式会社です。

　当社及び子会社（以下、「当社グループ」という。）の要約四半期連結財務諸表は、2015年９月30日を期末日

として、当社グループ並びにその関連会社及び共同支配企業に対する持分により構成されています。

　当社グループの主な事業内容は、四輪車及び二輪車向けブレーキ装置並びにアルミ製品等の開発、製造、販売

です。

 

２．作成の基礎

(1）IFRSに準拠している旨及び初度適用に関する事項

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表規則」第１条の２に掲げる「特定会社」

の要件を満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しています。

　当社グループは、当連結会計年度（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）からIFRSを初めて適用して

おり、IFRSへの移行日は2014年４月１日です。

　IFRSへの移行日及び比較年度において、IFRSへの移行が当社グループの財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に与える影響は、注記「12．初度適用」に記載しています。

　本要約四半期連結財務諸表は、2015年11月12日に当社の代表取締役社長によって承認されています。

 

(2）測定の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定する特定の金融商品等を除き、取得原価を基礎

として作成しています。

 

(3）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未

満を四捨五入して表示しています。

 

(4）新基準の早期適用

　当社グループはIFRS第９号「金融商品」（2014年７月最終版、以下、「IFRS第９号」という。）を早期適用

しています。

 

３．重要な会計方針

　適用する重要な会計方針は、本要約四半期連結財務諸表（IFRSへの移行日の連結財政状態計算書を含む）に記

載されているすべての期間に適用しています。

　なお、当社グループが適用した重要な会計方針は、当連結会計年度の第１四半期四半期報告書の要約四半期連

結財務諸表注記「３．重要な会計方針」に記載しています。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　IFRSに準拠した要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益

及び費用の報告額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが要求されています。これらの見積り

及び仮定は、過去の経験及び最新の入手可能な信頼のおける情報を収集し、合理的であると考えられる様々な要

因を勘案した経営者の最善の判断に基づいています。しかし、その性質上、将来において、これらの見積り及び

仮定とは異なる結果となる可能性があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更の影響は、当該変更の期間及

び将来の期間において認識します。

　なお、経営者が行った要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは、当連結会計年

度の第１四半期四半期報告書の要約四半期連結財務諸表注記「４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判

断」に記載しています。
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５．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

　当社グループは、グループ全体として主にブレーキシステム等自動車部品の製造・販売をしています。

　当社及び各子会社はそれぞれ独立した経営単位ですが、地域別に包括的な戦略を立案し、事業活動を展開し

ています。

　したがって、当社グループは、地域別の事業セグメントである、「日本」、「北米」、「アジア」及び「南

米・欧州」の４つを報告セグメントとしています。なお、当該報告セグメントの決定に当たって、事業セグメ

ントの集約は行っていません。

　セグメント利益は、営業利益ベースの数値です。また、セグメント間の内部売上高は、市場実勢価格に基づ

いています。

 

(2）セグメント収益及び業績

　当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は以下のとおりです。

前第２四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

合計
調整額

（注）
連結

日本 北米 アジア 南米・欧州

売上高        

外部顧客への売上高 12,502 16,571 41,259 7,561 77,893 － 77,893

セグメント間の内部売

上高又は振替高
13,613 132 2,359 94 16,198 △16,198 －

合計 26,114 16,703 43,618 7,655 94,091 △16,198 77,893

セグメント利益又は

損失（△）
1,259 △798 4,925 △110 5,276 15 5,291

金融収益       834

金融費用       △42

持分法による投資損失       △85

税引前四半期利益       5,999

（注）　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

合計
調整額

（注）
連結

日本 北米 アジア 南米・欧州

売上高        

外部顧客への売上高 11,604 22,518 42,469 7,277 83,868 － 83,868

セグメント間の内部売

上高又は振替高
11,735 521 3,245 8 15,510 △15,510 －

合計 23,340 23,039 45,714 7,285 99,378 △15,510 83,868

セグメント利益又は

損失（△）
198 △81 4,822 133 5,072 39 5,111

金融収益       567

金融費用       △112

持分法による投資損失       △212

税引前四半期利益       5,353

（注）　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。
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前第２四半期連結会計期間（自　2014年７月１日　至　2014年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

合計
調整額

（注）
連結

日本 北米 アジア 南米・欧州

売上高        

外部顧客への売上高 6,273 8,457 20,042 3,862 38,634 － 38,634

セグメント間の内部売

上高又は振替高
6,615 51 1,170 53 7,889 △7,889 －

合計 12,888 8,508 21,212 3,915 46,523 △7,889 38,634

セグメント利益又は

損失（△）
650 △327 2,066 67 2,457 △170 2,286

金融収益       658

金融費用       △15

持分法による投資損失       △19

税引前四半期利益       2,910

（注）　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。

 

当第２四半期連結会計期間（自　2015年７月１日　至　2015年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

合計
調整額

（注）
連結

日本 北米 アジア 南米・欧州

売上高        

外部顧客への売上高 5,850 11,401 21,373 3,378 42,002 － 42,002

セグメント間の内部売

上高又は振替高
5,585 267 1,674 3 7,530 △7,530 －

合計 11,435 11,668 23,048 3,381 49,532 △7,530 42,002

セグメント利益又は

損失（△）
△236 △250 2,460 162 2,135 182 2,317

金融収益       231

金融費用       △225

持分法による投資損失       △22

税引前四半期利益       2,302

（注）　調整額は、セグメント間取引消去によるものです。
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６．売却目的で保有する資産及び売却目的で保有する資産に直接関連する負債

売却目的で保有する資産及び売却目的で保有する資産に直接関連する負債の内訳は下記のとおりです。

（単位：百万円）

 
移行日

（2014年４月１日）

前連結会計年度

（2015年３月31日）

当第２四半期連結会計期間

（2015年９月30日）

売却目的で保有する資産    

現金及び現金同等物 － － 198

営業債権 － － 148

その他の金融資産 － － 350

棚卸資産 － － 56

有形固定資産 － － 14,988

無形資産 － － 1,403

繰延税金資産 － － 23

その他の資産 － － 194

合計 － － 17,361

売却目的で保有する資産に

直接関連する負債
   

営業債務 － － 182

その他の金融負債 － － 54

引当金 － － 470

退職給付に係る負債 － － 632

その他の負債 － － 672

合計 － － 2,010

　当社は、2015年９月９日開催の取締役会において、当社グループが営む四輪車用のブレーキ・コントロール

及びブレーキ・アプライシステム並びにそれらに関する部品の開発、設計、製造及び販売に関する事業を、

Autoliv Inc. 及びAutoliv Inc. の子会社（以下、「Autoliv」という。）との間で合弁会社化することを決

議し、同決議に基づき同日付けでAutolivとの間で合弁会社化に関する契約を締結しました。

　当該取引の概要は以下のとおりです。

（1）当社は吸収分割の方法により、当社の子会社であるNISSIN R&D EUROPE S.L.U.は事業譲渡の方法によ

り、日本国内において当社が新たに設立した会社に対して日本及びドイツにおける当該事業を承継の上、

Autoliv に対して当該新会社の株式の一部（51％）を譲渡します。

　また、当社が保有するアケハイ工業株式会社の株式は、すべて新たに設立した会社に譲渡します。

（2）米国で当社が新たに設立した完全子会社とAutoliv がその持株比率を49％対51％として共同で設立する

新会社に対して、当社の子会社であるNISSIN BRAKE OHIO, INC.における当該事業を事業譲渡します。

（3）当社の子会社である中山日信工業有限公司が中国における当該事業を現物出資することにより新たに設

立する会社に当該事業を承継の上、Autoliv に対して当該新会社の持分の一部（51％）を譲渡します。

（4）当社の子会社であるNISSIN R&D ASIA CO.,LTD.は事業譲渡の方法により、 タイで当社が新たに設立した

会社に対してタイにおける当該事業を承継の上、Autolivに対して当該新会社の株式の一部（51％）を譲渡

します。

　当該取引の完了は2016年２月１日を予定しています。
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７．配当金

　配当金の支払額は、次のとおりです。

Ⅰ．前第２四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2014年４月24日

取締役会
普通株式 1,298 20 2014年３月31日 2014年６月16日

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2014年10月30日

取締役会
普通株式 1,298 20 2014年９月30日 2014年11月26日

 

Ⅱ．当第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2015年４月27日

取締役会
普通株式 1,299 20 2015年３月31日 2015年６月15日

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2015年11月５日

取締役会
普通株式 1,300 20 2015年９月30日 2015年11月25日
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８．非継続事業

　当社は、2015年９月９日開催の取締役会において、当社グループが営む四輪車用のブレーキ・コントロール及

びブレーキ・アプライシステム並びにそれらに関する部品の開発、設計、製造及び販売に関する事業を、

Autolivとの間で合弁会社化することを決議し、同決議に基づき同日付けでAutolivとの間で合弁会社化に関する

契約を締結しました。

　そのため、当該事業を非継続事業に分類しています。

（1）非継続事業からの損益

（単位：百万円）

 

前第２四半期連結累計期間

（自　2014年４月１日

至　2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

至　2015年９月30日）

非継続事業からの損益   

収益 28,541 30,674

費用 △25,275 △26,827

非継続事業からの税引前四半期利益 3,267 3,847

法人所得税費用 △964 △1,280

非継続事業からの四半期利益 2,303 2,567

 

（単位：百万円）

 

前第２四半期連結会計期間

（自　2014年７月１日

至　2014年９月30日）

当第２四半期連結会計期間

（自　2015年７月１日

至　2015年９月30日）

非継続事業からの損益   

収益 13,920 15,280

費用 △12,418 △13,640

非継続事業からの税引前四半期利益 1,502 1,640

法人所得税費用 △418 △531

非継続事業からの四半期利益 1,083 1,109

 

（2）非継続事業からのキャッシュ・フロー

（単位：百万円）

 

前第２四半期連結累計期間

（自　2014年４月１日

至　2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

至　2015年９月30日）

非継続事業からのキャッシュ・フロー   

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,004 2,780

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,686 △821

財務活動によるキャッシュ・フロー △235 △635

合計 1,084 1,324

 

EDINET提出書類

日信工業株式会社(E02235)

四半期報告書

24/41



９．金融商品の公正価値

(1）金融商品の帳簿価額及び公正価値

　金融商品の帳簿価額と公正価値は、次のとおりです。

（単位：百万円）
 

 

移行日
（2014年４月１日）

前連結会計年度
（2015年３月31日）

当第２四半期
連結会計期間

（2015年９月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

資産：       

純損益を通じて公正価値で測定する金

融資産
      

その他の金融資産 6,220 6,220 6,239 6,239 12,169 12,169

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産
      

その他の金融資産 14,928 14,928 16,781 16,781 15,197 15,197

償却原価で測定する金融資産       

その他の金融資産 4,192 4,192 5,882 5,882 6,039 6,039

合計 25,341 25,341 28,902 28,902 33,405 33,405

負債：       

純損益を通じて公正価値で測定する金

融負債
      

その他の金融負債 － － 13 13 － －

償却原価で測定する金融負債       

借入金 6,233 6,228 7,213 7,211 5,785 5,784

その他の金融負債 4,737 4,737 5,173 5,173 3,725 3,725

合計 10,971 10,965 12,400 12,398 9,510 9,509

 

償却原価で測定する金融資産及び金融負債の公正価値の測定方法

（その他の金融資産、その他の金融負債）

　その他の金融資産のうち、定期預金等の公正価値は、一定の期間毎に区分して、将来のキャッシュ・フ

ローを信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値により算定しています。

　その他の金融負債のうち、リース債務の公正価値は、将来キャッシュ・フローを、新規に同様の契約を実

行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。

 

（借入金）

　将来キャッシュ・フローを、新規に同様の契約を実行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算定しています。
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(2）公正価値ヒエラルキーのレベル別分類

　公正価値を測定するために用いる評価技法へのインプットを以下の３つのレベルに区分しています。

レベル１：測定日における当社グループがアクセスできる同一の資産又は負債に関する活発な市場における

相場価格（無調整）

レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外のインプットのうち、資産又は負債について直接又は間接に観

察可能なもの

レベル３：資産又は負債に関する観察可能でないインプット

　公正価値で測定する金融商品に係る公正価値ヒエラルキーのレベル別分類は、次のとおりです。

 

移行日（2014年４月１日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産 － 28 6,192 6,220

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産
    

その他の金融資産 13,510 － 1,418 14,928

合計 13,510 28 7,610 21,148

負債：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

その他の金融負債 － － － －

合計 － － － －

 

前連結会計年度（2015年３月31日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産 － 13 6,226 6,239

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産
    

その他の金融資産 14,965 － 1,817 16,781

合計 14,965 13 8,043 23,021

負債：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

その他の金融負債 － 13 － 13

合計 － 13 － 13
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当第２四半期連結会計期間（2015年９月30日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

資産：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

その他の金融資産 － 12,054 115 12,169

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する

金融資産
    

その他の金融資産 13,492 － 1,704 15,197

合計 13,492 12,054 1,819 27,365

負債：     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

その他の金融負債 － － － －

合計 － － － －

 

　レベル２に区分されているその他の金融資産は、為替予約に係るデリバティブ取引及び短期投資です。これ

らは市場実績による先物為替相場及び金利等の観察可能なインプットを使用して、主にマーケット・アプロー

チで評価しています。

　レベル３に区分されたその他の金融資産は主に活発な市場のない資本性金融商品です。これらは、主に比較

会社評価倍率法によるマーケット・アプローチで評価しています。測定にあたっては、評価倍率等の観察可能

でないインプットを利用しており、また、必要に応じて非流動性ディスカウントを加味しています。

　当該公正価値測定については、投資先の事業内容等を考慮したうえで対応する評価方法を決定し、グループ

会計方針として定めています。また、公正価値測定の変動についてはインプット・データごとの変動影響の分

析とともに他の評価方法による結果との比較分析等を行っています。

　当社グループは、これらの資産及び負債のレベル間振替を各四半期連結会計期間末に認識することとしてい

ます。

　前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間においてレベル１とレベル２の間の振替はありま

せん。また、前第２四半期連結累計期間において、レベル３に分類される金融商品について、重要な増減はあ

りません。なお、当第２四半期連結累計期間におけるレベル３に区分される金融商品の減少は、主に償還によ

るものです。
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10．企業結合

　当第２四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年９月30日）

（1）被取得企業の名称等

被取得企業の名称　　P.T. ALCAR CHEMCO INDONESIA

事業の内容　　　　　四輪・二輪車用キャストホイールの製造、販売

資本金　　　　　　　20,000千米ドル

 

（2）取得日

2015年６月30日

 

（3）取得した議決権比率

①異動前の所有株式数

9,800,000株

（議決権の数：9,800,000個）

（議決権所有割合：49％）

（当社の連結子会社であるP.T. CHEMCO HARAPAN NUSANTARAによる間接所有）

②取得株式数
10,200,000株

（議決権の数：10,200,000個）

③異動後の所有株式数

20,000,000株

（議決権の数：20,000,000個）

（議決権所有割合：100％）

（当社の連結子会社であるP.T. CHEMCO HARAPAN NUSANTARAによる間接所有）

 

（4）企業結合の主な理由及び被取得企業の支配の獲得方法

　当社グループは自動車用ブレーキシステム及び部品の製造・販売を主な事業としています。

　当社のインドネシアにおける子会社であるP.T. CHEMCO HARAPAN NUSANTARAは、欧州地域向け四輪車用キャ

ストホイールの生産とアジア地域向け二輪車用キャストホイールの生産を目的として、2012年１月にP.T.

ALCAR WHEELS INDONESIAとの合弁でP.T. ALCAR CHEMCO INDONESIA を設立しました。

　この度、キャストホイール等のアルミ事業の更なる強化を図るため、2015年６月30日にP.T. ALCAR WHEELS

INDONESIAより株式の全部を取得し、当該会社を子会社としました。

 

（5）認識されたのれんを構成する要因

　営業活動の統合等により期待される相乗効果から構成されています。

 

（6）取得対価及び内訳

（単位：百万円）

項目 公正価値

現金 53

取得日に既に保有していた被取
得企業の資本持分の公正価値

51

取得対価の合計 104

　取得日直前に保有していた被取得企業の資本持分を、取得日において公正価値で再測定した結果生じた収

益197百万円は、要約四半期連結損益計算書の「その他の収益」に計上しています。
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（7）取得日時点における取得した資産及び引き受けた負債

（単位：百万円）

項目 金額

流動資産  

　現金及び現金同等物 285

　営業債権 248

　棚卸資産 627

　その他 295

　流動資産合計 1,455

非流動資産  

　有形固定資産 2,981

　無形資産 11

　非流動資産合計 2,993

資産合計 4,448

流動負債  

　営業債務 1,086

　借入金 3,109

　その他 393

流動負債 4,588

非流動負債 49

負債合計 4,638

資本 △189

負債及び資本合計 4,448

のれん 293

　これらの金額は、要約四半期連結財務諸表の作成時点において、入手可能な合理的情報に基づいて公正価

値を測定しています。一部については評価の検証が未了であるため、暫定的な金額で報告しています。

　なお、当該のれんは税務上、損金には算入できません。

 

（8）被取得企業の収益及び純損益の金額

　取得日が期首であったとした場合の結合後企業の当第２四半期連結累計期間における売上高は85,364百万

円、四半期利益は6,756百万円です（非四半期レビュー情報）。
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11．１株当たり四半期利益

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円）   

継続事業からの四半期利益 2,718 2,343

非継続事業からの四半期利益 2,180 2,312

合計 4,898 4,655

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 64,892,715 64,956,893

基本的１株当たり四半期利益（円）   

継続事業 41.88 36.07

非継続事業 33.59 35.59

合計 75.48 71.66

（注）なお、希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

 
前第２四半期連結会計期間
（自　2014年７月１日
至　2014年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　2015年７月１日
至　2015年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円）   

継続事業からの四半期利益 1,497 977

非継続事業からの四半期利益 1,007 998

合計 2,505 1,975

発行済普通株式の加重平均株式数（株） 64,901,722 64,965,397

基本的１株当たり四半期利益（円）   

継続事業 23.07 15.04

非継続事業 15.52 15.36

合計 38.59 30.40

（注）なお、希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。
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12．初度適用

　当社グループは、当連結会計年度（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）からIFRSを初めて適用してい

ます。日本基準に準拠して作成された直近の連結財務諸表は2015年３月31日に終了する連結会計年度に関するも

のであり、IFRSへの移行日は2014年４月１日です。

 

(1）遡及適用に対する免除規定

IFRS第１号の免除規定

　IFRSでは、IFRSを初めて適用する会社に対して、原則として、IFRSで要求される基準を遡及して適用する

ことを求めています。ただし、IFRS第１号「国際財務報告基準の初度適用」（以下、「IFRS第１号」とい

う。）では、IFRSで要求される基準の一部について強制的に免除規定を適用しなければならないものと任意

に免除規定を適用するものを定めています。これらの規定の適用に基づく影響は、IFRS移行日において利益

剰余金、またはその他の資本の構成要素で調整しています。当社グループが日本基準からIFRSへ移行するに

あたり、採用した免除規定は当連結会計年度の第１四半期四半期報告書の要約四半期連結財務諸表注記

「10.初度適用」に記載しています。

 

(2）調整表

　前第２四半期連結会計期間（2014年９月30日）の資本に対する調整、前第２四半期連結累計期間（自　2014

年４月１日　至　2014年９月30日）に係る損益及び包括利益に対する調整並びに前第２四半期連結会計期間

（自　2014年７月１日　至　2014年９月30日）に係る損益及び包括利益に対する調整は、以下のとおりです。

 

前第２四半期連結会計期間（2014年９月30日）の資本に対する調整

（単位：百万円）
 

日本基準表示科目 日本基準 調整 IFRS 注記 IFRS表示科目

資産の部     資産

流動資産     流動資産

現金及び預金 31,952 1,446 33,398  現金及び現金同等物

受取手形及び売掛金 32,830 △1,474 31,355  営業債権

有価証券 6,093 3,967 10,061  その他の金融資産

棚卸資産 26,634 1,336 27,970  棚卸資産

その他 7,104 △3,635 3,468 （6） その他の流動資産

貸倒引当金 △15 15 －   

流動資産合計 104,597 1,655 106,252  流動資産合計

固定資産     非流動資産

有形固定資産 59,071 1,321 60,392 （6） 有形固定資産

無形固定資産 1,654 671 2,325 （1） 無形資産

 － 1,224 1,224 （6） 投資不動産

 － 556 556 （6）
持分法で会計処理されている

投資

投資その他の資産      

投資有価証券 15,422 △15,422 － （6）  

 － 16,832 16,832 （2） その他の金融資産

 － 525 525 （6） 繰延税金資産

その他 1,328 △542 786  その他の非流動資産

貸倒引当金 △0 0 －   

固定資産合計 77,474 5,165 82,639  非流動資産合計

資産合計 182,071 6,820 188,891  資産合計
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（単位：百万円）

 

日本基準表示科目 日本基準 調整 IFRS 注記 IFRS表示科目

負債の部     負債

流動負債     流動負債

支払手形及び買掛金 24,079 △1,006 23,072  営業債務

短期借入金 4,880 271 5,151  借入金

未払金 4,705 △4,705 － （6）  

 － 5,034 5,034 （6） その他の金融負債

未払法人税等 1,348 △491 857  未払法人所得税

製品保証引当金 1,031 △1,031 －   

 － 1,375 1,375  引当金

その他 4,211 1,820 6,031 (4),(6) その他の流動負債

流動負債合計 40,254 1,266 41,521  流動負債合計

固定負債     非流動負債

 － 1,093 1,093  借入金

 － 48 48 (6) その他の金融負債

引当金 141 △141 －   

退職給付に係る負債 3,139 12 3,150 (3) 退職給付に係る負債

資産除去債務 46 △46 －   

 － 46 46  引当金

 － 3,832 3,832 （6） 繰延税金負債

その他 6,321 △5,753 568  その他の非流動負債

固定負債合計 9,648 △910 8,738  非流動負債合計

負債合計 49,902 356 50,258  負債合計

純資産の部     資本

株主資本      

資本金 3,694 － 3,694  資本金

資本剰余金 3,466 － 3,466  資本剰余金

自己株式 △742 － △742  自己株式

利益剰余金 99,583 △2,604 96,979 (3),(5) 利益剰余金

その他の包括利益累計額合計 4,135 7,242 11,378 （3） その他の資本の構成要素

 110,137 4,639 114,775  
親会社の所有者に帰属する

持分合計

少数株主持分 22,032 1,825 23,858  非支配持分

純資産合計 132,169 6,464 138,633  資本合計

負債純資産合計 182,071 6,820 188,891  負債及び資本合計
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資本に対する調整に関する注記

　子会社及び持分法適用会社の報告期間の期末日について、親会社の報告期間の期末日に統一していること

により、要約四半期連結財政状態計算書の表示科目に影響があります。

　当該影響を除く、主な調整理由は以下のとおりです。

 

(1）開発費の計上

　日本基準において費用処理している一部の開発費用について、IFRSではIAS第38号「無形資産」に規定さ

れる要件を満たすことから資産計上しています。

　その結果、無形資産の金額が1,181百万円増加しています。

 

(2）その他の金融資産の公正価値の調整

　日本基準において取得原価を基礎として計上している非上場株式について、IFRSではIFRS第９号に従い、

その他の包括利益を通じて公正価値で測定しています。

　その結果、その他の金融資産（非流動資産）の金額が1,562百万円増加しています。

 

(3）退職給付の調整

　確定給付制度債務の測定方法が異なるため、IFRSではIAS第19号「従業員給付」（以下、「IAS第19号」と

いう。）に従い、確定給付制度債務の測定を行っています。

　その結果、退職給付に係る負債が56百万円増加しています。

　また、日本基準では数理計算上の差異について、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により按分した額を発生の翌年度から費用処理していますが、IFRSでは数理計算上の差異

は発生時にその他の包括利益として認識し、直ちに利益剰余金に振り替えています。

 

(4）有給休暇に係る債務の計上

　日本基準において認識していない有給休暇に係る債務について、IFRSではIAS第19号に従い累積有給休暇

の形式による従業員給付の予想コストを負債として認識しています。

　その結果、その他の流動負債が1,741百万円増加しています。

 

(5）為替換算調整勘定の利益剰余金への振替

　IFRS第１号に規定されている免除規定を採用し、IFRSへの移行日現在の在外営業活動体の累積換算差額を

ゼロとみなしています。

　その結果、為替換算調整額△3,711百万円を利益剰余金へ振り替えています。

 

(6）表示科目に対する調整

　主に以下の項目について表示組替を行っています。

・日本基準において有形固定資産に計上している土地の一部について、IFRSではIAS第40号「投資不動産」

に従い投資不動産に組み替えています。

・日本基準において投資有価証券に含めている持分法で会計処理されている投資について、IFRSでは区分掲

記を行っています。

・日本基準において区分掲記されている未払金について、IFRSではその他の金融負債に含めて表示していま

す。
 

・日本基準において流動資産に計上していた繰延税金資産を非流動資産に組み替えています。日本基準にお

いて流動負債に計上していた繰延税金負債を非流動負債に組み替えています。
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前第２四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年９月30日）に係る損益及び包括利益に対する調整

（単位：百万円）
 

日本基準表示科目 日本基準 調整 IFRS 注記 IFRS表示科目

売上高 110,537 △32,644 77,893 (1),(2) 売上高

売上原価 △95,420 27,113 △68,307 (1),(2) 売上原価

売上総利益 15,117 △5,531 9,586  売上総利益

販売費及び一般管理費 △6,769 2,474 △4,295 (2) 販売費及び一般管理費

 － 212 212 (2) その他の収益

 － △213 △213 (2) その他の費用

営業利益 8,348 △3,057 5,291  営業利益

営業外収益 999 △999 － (2)  

営業外費用 △159 159 － (2)  

特別利益 5 △5 － (2)  

特別損失 △71 71 － (2)  

 － 834 834 (2) 金融収益

 － △42 △42 (2) 金融費用

 － △85 △85 (2) 持分法による投資損失

税金等調整前四半期純利益 9,122 △3,123 5,999  税引前四半期利益

法人税等 △2,394 910 △1,484 (2) 法人所得税費用

 6,728 △2,214 4,514  継続事業からの四半期利益

 － 2,303 2,303 (2) 非継続事業からの四半期利益

少数株主損益調整前四半期純利益 6,728 89 6,817  四半期利益

     四半期利益の帰属

四半期純利益 4,515 383 4,898  親会社の所有者

少数株主利益 2,213 △293 1,919  非支配持分

      

その他の包括利益     その他の包括利益

     
純損益に振り替えられることの

ない項目

その他有価証券評価差額金 458 240 698  
その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産

退職給付に係る調整額 △23 98 75  確定給付制度の再測定

     
純損益に振り替えられる可能性

のある項目

為替換算調整勘定 △866 3,845 2,978  在外営業活動体の換算差額

繰延ヘッジ損益 △11 11 －   

持分法適用会社に対する持分相当額 △8 17 9  
持分法適用会社のその他の包

括利益に対する持分

その他の包括利益合計 △450 4,212 3,761  税引後その他の包括利益

四半期包括利益 6,278 4,301 10,579  四半期包括利益

（内訳）     四半期包括利益の帰属

親会社株主に係る四半期包括利益 4,233 3,848 8,081  親会社の所有者

少数株主に係る四半期包括利益 2,045 453 2,497  非支配持分

 

EDINET提出書類

日信工業株式会社(E02235)

四半期報告書

34/41



損益及び包括利益に対する調整に関する注記

　子会社及び持分法適用会社の報告期間の期末日について、親会社の報告期間の期末日に統一していることに

より、要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書の表示科目に影響があります。

当該影響を除く、主な調整理由は以下のとおりです。

 

（1）有償支給取引の調整

　後日、加工を行ったうえで販売することになる得意先から有償で支給を受けた部品等について、日本基準

では売上高と売上原価で総額表示していますが、IFRSではIAS第18号「収益」（以下、「IAS第18号」とい

う。）に従い、売上高に純額表示しています。

　その結果、売上高及び売上原価が818百万円減少しています。

 

(2）表示科目に対する調整

　日本基準では営業外収益、営業外費用、特別利益及び特別損失に表示していた項目を、IFRSでは財務関係

損益については金融収益及び金融費用として計上し、それ以外の項目については、その他の収益、その他の

費用及び持分法による投資損失等に表示しています。

　また、IFRSではIFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」（以下、「IFRS第５号」と

いう。）に従い非継続事業の収益、費用及び法人所得税費用を継続事業と区分し、非継続事業からの四半期

利益としてまとめて表示しています。
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前第２四半期連結会計期間（自　2014年７月１日　至　2014年９月30日）に係る損益及び包括利益に対する調整

（単位：百万円）
 

日本基準表示科目 日本基準 調整 IFRS 注記 IFRS表示科目

売上高 56,438 △17,804 38,634 (1),(2) 売上高

売上原価 △48,722 14,566 △34,155 (1),(2) 売上原価

売上総利益 7,716 △3,237 4,479  売上総利益

販売費及び一般管理費 △3,326 1,196 △2,130 (2) 販売費及び一般管理費

 － 87 87 (2) その他の収益

 － △150 △150 (2) その他の費用

営業利益 4,391 △2,105 2,286  営業利益

営業外収益 654 △654 － (2)  

営業外費用 △72 72 － (2)  

特別利益 1 △1 － (2)  

特別損失 △65 65 － (2)  

 － 658 658 (2) 金融収益

 － △15 △15 (2) 金融費用

 － △19 △19 (2) 持分法による投資損失

税金等調整前四半期純利益 4,908 △1,998 2,910  税引前四半期利益

法人税等 △1,335 688 △647 (2) 法人所得税費用

 3,573 △1,310 2,263  継続事業からの四半期利益

 － 1,083 1,083 (2) 非継続事業からの四半期利益

少数株主損益調整前四半期純利益 3,573 △226 3,347  四半期利益

     四半期利益の帰属

四半期純利益 2,377 128 2,505  親会社の所有者

少数株主利益 1,196 △354 842  非支配持分

      

その他の包括利益     その他の包括利益

     
純損益に振り替えられることの

ない項目

その他有価証券評価差額金 612 135 747  
その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産

退職給付に係る調整額 △12 63 52  確定給付制度の再測定

     
純損益に振り替えられる可能性

のある項目

為替換算調整勘定 △880 5,828 4,949  在外営業活動体の換算差額

繰延ヘッジ損益 － － －   

持分法適用会社に対する持分相当額 △2 14 12  
持分法適用会社のその他の包

括利益に対する持分

その他の包括利益合計 △281 6,041 5,759  税引後その他の包括利益

四半期包括利益 3,292 5,814 9,106  四半期包括利益

（内訳）     四半期包括利益の帰属

親会社株主に係る四半期包括利益 2,779 3,972 6,750  親会社の所有者

少数株主に係る四半期包括利益 513 1,843 2,356  非支配持分
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損益及び包括利益に対する調整に関する注記

　子会社及び持分法適用会社の報告期間の期末日について、親会社の報告期間の期末日に統一していることに

より、要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書の表示科目に影響があります。

当該影響を除く、主な調整理由は以下のとおりです。

 

（1）有償支給取引の調整

　後日、加工を行ったうえで販売することになる得意先から有償で支給を受けた部品等について、日本基準

では売上高と売上原価で総額表示していますが、IFRSではIAS第18号に従い、売上高に純額表示していま

す。

　その結果、売上高及び売上原価が408百万円減少しています。

 

(2）表示科目に対する調整

　日本基準では営業外収益、営業外費用、特別利益及び特別損失に表示していた項目を、IFRSでは財務関係

損益については金融収益及び金融費用として計上し、それ以外の項目については、その他の収益、その他の

費用及び持分法による投資損失等に表示しています。

　また、IFRSではIFRS第５号に従い非継続事業の収益、費用及び法人所得税費用を継続事業と区分し、非継

続事業からの四半期利益としてまとめて表示しています。
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移行日（2014年４月１日）の資本に対する調整及び前連結会計年度（2015年３月31日）の資本に対する調整

は、当連結会計年度の第１四半期四半期報告書の要約四半期連結財務諸表注記「10.初度適用」に記載してい

ます。

　なお、前連結会計年度（自　2014年４月１日　至　2015年３月31日)に係る損益及び包括利益に対する調整

並びに前連結会計年度（自　2014年４月１日　至　2015年３月31日)に係るキャッシュ・フロー計算書に対す

る調整についても、当連結会計年度の第１四半期四半期報告書の要約四半期連結財務諸表注記「10.初度適

用」に記載していますが、当第２四半期において非継続事業の表示が必要になったことから、これらを再表示

すると以下のようになります。

 

前連結会計年度（自　2014年４月１日　至　2015年３月31日）に係る損益及び包括利益に対する調整

（単位：百万円）
 

日本基準表示科目 日本基準 調整 IFRS 注記 IFRS表示科目

売上高 227,836 △65,051 162,784 (1),(2) 売上高

売上原価 △197,334 54,704 △142,630 (1),(2) 売上原価

売上総利益 30,502 △10,348 20,154  売上総利益

販売費及び一般管理費 △12,918 4,765 △8,153 (2) 販売費及び一般管理費

 － 678 678 (2) その他の収益

 － △590 △590 (2) その他の費用

営業利益 17,584 △5,494 12,090  営業利益

営業外収益 3,000 △3,000 － (2)  

営業外費用 △517 517 － (2)  

特別利益 116 △116 － (2)  

特別損失 △189 189 － (2)  

 － 2,047 2,047 (2) 金融収益

 － △77 △77 (2) 金融費用

 － △204 △204 (2) 持分法による投資損失

税金等調整前当期純利益 19,995 △6,139 13,856  税引前利益

法人税等合計 △5,004 1,796 △3,209 (2) 法人所得税費用

 14,991 △4,343 10,648  継続事業からの当期利益

 － 4,629 4,629 (2) 非継続事業からの当期利益

少数株主損益調整前当期純利益 14,991 285 15,276  当期利益

     当期利益の帰属

当期純利益 10,446 471 10,917  親会社の所有者

少数株主利益 4,545 △186 4,359  非支配持分

      

その他の包括利益     その他の包括利益

     
純損益に振り替えられることの

ない項目

その他有価証券評価差額金 1,354 311 1,665  
その他の包括利益を通じて公

正価値で測定する金融資産

退職給付に係る調整額 1 260 261  確定給付制度の再測定

     
純損益に振り替えられる可能性

のある項目

為替換算調整勘定 9,616 △2,114 7,503  在外営業活動体の換算差額

繰延ヘッジ損益 △11 11 －   

持分法適用会社に対する持分相当額 21 6 27  
持分法適用会社のその他の包

括利益に対する持分

その他の包括利益合計 10,980 △1,524 9,455  税引後その他の包括利益

包括利益 25,971 △1,239 24,731  当期包括利益

（内訳）     当期包括利益の帰属

親会社株主に係る包括利益 18,397 20 18,417  親会社の所有者

少数株主に係る包括利益 7,573 △1,259 6,315  非支配持分
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損益及び包括利益に対する調整に関する注記

　子会社及び持分法適用会社の報告期間の期末日について、親会社の報告期間の期末日に統一していることに

より、連結損益計算書及び連結包括利益計算書の表示科目に影響があります。

　当該影響を除く、主な調整理由は以下のとおりです。

 

（1）有償支給取引の調整

　後日、加工を行ったうえで販売することになる得意先から有償で支給を受けた部品等について、日本基準

では売上高と売上原価で総額表示していますが、IFRSではIAS第18号に従い、売上高に純額表示していま

す。

　その結果、売上高及び売上原価が1,844百万円減少しています。

 

（2）表示科目に対する調整

　日本基準では営業外収益、営業外費用、特別利益及び特別損失に表示していた項目を、IFRSでは財務関係

損益については金融収益及び金融費用として計上し、それ以外の項目については、その他の収益、その他の

費用及び持分法による投資損失等に表示しています。

　また、IFRSではIFRS第５号に従い非継続事業の収益、費用及び法人所得税費用を継続事業と区分し、非継

続事業からの当期利益としてまとめて表示しています。

 

前連結会計年度（自　2014年４月１日　至　2015年３月31日）に係るキャッシュ・フロー計算書に対する調整

　日本基準に基づいて開示されている連結キャッシュ・フロー計算書とIFRSに基づいて開示されている連結

キャッシュ・フロー計算書との差異は、主に非継続事業からのキャッシュ・フローの表示によるものです。

 

２【その他】

　当社は、当期（2016年３月期）の中間配当について、下記のとおり取締役会の決議を行っています。

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2015年11月５日

取締役会
普通株式 1,300 20 2015年９月30日 2015年11月25日 利益剰余金
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2015年11月12日

日信工業株式会社

取締役会　御中
 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 白羽　龍三　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢定　俊博　　印

 
 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日信工業株式会

社の2015年４月１日から2016年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2015年７月１日から2015年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、す

なわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、日信工業株式会社及び連結子会社の2015年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期

連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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